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●今号の表紙 

初めまして、岩崎通信機の佐藤健治と申します。 

このたびご縁があり、会報の表紙を一年間飾らせていただく

ことになりました。 

私は、計測器工業会には本当にお世話になりました。 

職員の方はもちろんのこと、さまざまな委員会で出会った

方々たちとの交流もかけがえのない財産となって私の心に残

っています。 

私は「樹のある風景」を撮り始めて約４０年になります。そ

こにある木々はいつも私を安らぎへと導いてくれます。 

澄んだ空気とせせらぎの音、時折聞こえてくる鳥たちの声。

自然と同化する自分がそこにあります。 

青梅街道を走って小河内ダムを抜け、多摩川の源流を育む渓

谷を上り詰めると「旧５００円札」の裏の富士山風景のモデ

ルとなった塩山市（現在は甲州市塩山）の柳沢峠にたどり着

きます。澄み切った空気の時に見る富士山の眺めは素晴らし

く、誰もが感嘆の声を上げています。 

この写真の樹は、柳沢峠から少し戻った林道のなかにありま

した。 

すっくとした白い幹のてっぺんに輝く新緑が印象的でした。 

（表紙写真：佐藤 健治） 

●JEMIMA Webサイトhttp://www.jemima.or.jp 

計測展・セミナー・新刊などの情報を掲載しています。 

●JEMIMAメールマガジン（JEMIMA会員限定） 

JEMIMA会員を対象に毎週水曜日に配信しています。 

配信希望の会員の方は「お名前、勤務先」を明記のうえ、

kimura@jemima.or.jp 宛てお願いします。 

●JEMIMA会報 
2008/Vol.45No.2  2008年5月30日発行 

発行 社団法人日本電気計測器工業会（JEMIMA） 

本部 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町2-15-12 

（計測会館）  電話03-3662-8184（直） 

関西支部 〒530-0047 大阪市北区西天満6-8-7 

（電子会館８階） 電話06-6316-1741 

編集事務局 総務･事業･広報部 

印 刷       日本印刷株式会社 

●会報送付の変更・停止 

kimura@jemima.or.jpまでご連絡お願いします。 

●禁無断転載 
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「IEC TC65Cにおける日本提案の国際標準誕生」 
 

平成17,18,19年度 JEMIMA国際標準化推進委員長 

星 哲夫 

 

はじめに 

昨今、経済産業省や経団連から、わが国の産業界の発達にために国際標準化活動が重要であるとの方針が打ち

出され、平成18年11月には経済産業省の「国際標準化戦略目標」の中で、「2015年までに欧米諸国に比肩しう

るよう、国際標準化を戦略的に推進する。」として、（１）国際標準の提案数を倍増する、（２）欧米並みの幹事

国引受数を実現する、という目標が発表
1
されている。 

本 稿 で は 、 2003 年 か ら 開 始 さ れ た プ ロ セ ス 制 御 に 関 す る 通 信 プ ロ ト コ ル の 国 際 標 準 化 を 行 う

IEC/TC65/SC65Cにおいて、2007年12月に日本からの提案を含むIEC 61158, Industrial communication 

networks - Fieldbus specifications, IEC 61784, Industrial communication networks - Profiles and IEC 

61918, Industrial communication networks - Installation of communication networks in industrial 

premisesが正式に発行
2
されたことを会員各位にご報告する。 

なお、本国際標準の制定を祝して、平成20年3月25日（火）に、芝パークホテルにて、経済産業省産業技術環

境局の和泉情報電子標準化推進室長をお迎えしJEMIMA主催の国際規格化記念報告会を開催した。 

 

１．Real-time Ethernetの国際標準化 

プロセス制御においては、センサーやアクチュエータ等の現場機器と、コントローラ間の信号を従来の4-

20mAというアナログ電流信号からデジタル信号により、多くの情報を通信するために、既にIEC標準となった

Fieldbus (IEC 61158等)が存在している。今回の標準化の対象は、更に上位のコントローラ間やコンピュータと

の通信も含めて標準化するために、既に情報通信分野で広く普及しているEthernet（IEEE 802.3）をベースと

して、プロセス制御に必須である高信頼性とリアルタイム性を実現するための通信プロトコルを標準化すること

であった。 

 

２．IECによる国際標準策定のプロセス 

IECの標準化のプロセスを今回の標準化作業を例に簡単に紹介しておくと、最初にReal-time Ethernet標準を

制定したいとするNP(New Work Item Proposal)提案により、標準化作業の提案がなされる(2003年9月マドリ

ッド会議)、これが承認されると、WGによる標準案の策定のための仕様案であるWD(Working Draft)の策定が

行われる(ポイヤック、北京、コペンハーゲン、ヒューストン)、この作業の最終案としてCD（Committee Draft 

for Comments）が作成される。このCDに日本からの提案を盛込むことが最大の関門であった。CDが完成する

と、それをTC65各国委員会の投票にかけるCDV （Committee Draft for Vote）を発行する。これに対する各

国委員会からのコメントを反映させ、FDIS（Final Draft for International Standard）を完成させ、それを最

終投票にかけて承認されたものがIS（International Standard）として正式発行された。 

 

３．WGにおける議論 

今回のWGは、WDの作成にあたりポイヤック会議において、各国からのエキスパートがそれぞれの提案の技

術的な説明をし、それに関する質疑応答が行われた。当然のことではあるが、IECは母国語が英語でない国から

の参加も多いため、分かりにくい英語も飛び交うし、自分の英語も限界があり、コミュニケーションに苦労する

                                                 
1
 http://www.meti.go.jp/policy/standards_conformity/files/sennryakumokuhyo.pdf 

2
 http://www.iec.ch/news_centre/release/nr2008/nr0208.htm 
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こともしばしばであるが、お互いに技術的なバックグラウンドがあるので、図を使ったり、物を見せたりして相

互に理解し合う雰囲気を感じた。 

日本からは、東芝が開発したTCnetと横河が開発したVnet/IPが、この会議で提案された。3日間ほど、会議

室で顔を付き合わせていると、各エキスパートの顔と名前も一致するようになり、休憩や食事の際も話ができる

ようになってくる。このようなWGが約3ヶ月毎程度のペースで各国にて開催されるうちに、それぞれの性格等

も分かってきて、お互いに信頼関係も醸成されてくる。作成中のドラフトをPCで編集したものをプロジェクタ

ーで投影し、参加者で用語の定義から議論を始めた。毎回、少しずつではあるが、ドラフトが完成に近づき、

Real-time Ethernetでは、一つの通信プロトコルだけでなく、広範な制御対象に適用するために複数のコミュニ

ケーション・プロファイル・ファミリー（Communication Profile Family： CPF） が定義されることとなっ

た。 

日本からの提案は、CPF10: Vnet/IPとCPF11：TCnetとが定義され、めでたくCDに盛込まれた。CDに対す

る各国のコメントを反映、それをアップデートしたCDV(Committee Draft for Vote)を各国に投票を求め、その

後、これをFDIS(Final Draft International Standard)として各国の承認投票を受け、最終承認の投票結果は、

賛成：26票、反対：0票、棄権：3票で承認された。その後2ヶ月以内に正式なIECのIS(International Standard)

が発行された。IECでは、NPから3年以内にISを発行することが出来なければ、その標準化活動は中止となるた

め、迅速な議論と、ドラフトの取りまとめが非常に重要である。 

 

４．日本へのWG招致 

2004年５月の北京会議のときに、2005年6月のTC65/SC65C/WG11の会議をどこで開催するかについて検討

が行われたが、是非日本に招致したいと考え、提案をしたところ承認され、これを沖縄において開催し、その後、

各国のWGエキスパートを東京に招きJEMIMA主催でReal-time Ethernetのセミナーを開催した。筆者自身も感

じたことだが、会議をホストしてもらった国には親近感が湧き、その国のエキスパートに対する好感度も上昇す

る。これらの実績が認められて、日本で初めての開催となる2008年5月に開催が予定されているIEC/TC65のプ

レナリ会議の東京開催も招致にもつながったものと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 国際規格化記念報告会における和泉情報電子標準化推進室長ご挨拶 
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写真２ WDの作成が開始されたポイヤック会議の各国参加者 

 

 

まとめ 

IEC/TC65に関する国際標準化活動は、現在もプロセス制御やオートメーション関連技術分野に関して継続し

て進化しており、JEMIMA会員企業もその活動に積極的に参加している。本稿がお手元に届く頃には、ご協力い

ただいた会員各社と準備委員会の献身的な努力により、5月12日から23日まで東京・新宿の京王プラザホテルを

会場としてIEC/TC65のプレナリ会議およびSC、WGも成功裏に完了していることと確信している。 

最後に、TC65/SC65C国内委員会委員長の小林彬先生のもと、その国際標準化に関わったエキスパートであ

る塩原康壽氏、高柳洋一氏、出町公二氏、赤羽国治氏、中島剛氏、幅口健二氏等の努力に敬意を表し、本活動の

初期に関わった者として、国際標準化活動における一つの記録となればと思い、浅学を省みず筆を取らせていた

だいたものあり、さらなる読者各位のご指摘、ご指導をお願い申し上げます。 

 

 

 

文中で使用されている会社名(商号)、商品名は各社の登録商標または商標です。 
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計測会館 竣工 

社団法人日本電気計測器工業会の新「計測会館」（概要は次頁参照）が完成し、4月16日に竣

工式と披露の宴がとり行われました。 

当日、内田会長と設計監理を担当したシービー・リチャードエリス株式会社花谷会長及び施

工したナカノフドー建設株式会社橋本社長によるテープカットに続いて、神事が厳かに挙行さ

れ、引き続き正午から来賓、会員代表者、委員会委員など約230人のご出席を得て披露宴が開

催されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開宴に当たり内田会長から、「グローバル化した市場に対応するため、情報、規格、標準化

などマーケットの状況にアンテナを張って、個々の会社ではできないことをなしとげる工業会

としたい。また、工業会の新しいビジョンを制定、ロゴも刷新し、繁栄のよりどころとなる計

測会館が竣工した。業界の拠点としての計測会館を多いに活用していただきたい。」という挨

拶がありました。 

続いて、来賓を代表し、経済産業省商務情報政策局情報通信機器課 住田課長、中央区 

矢田区長のご祝辞をいただき、矢嶋副会長の発声で乾杯いたしました。和やかな懇談の合間に、

新会館のパンフレットを参照しながら館内の配置や各種設備を見学する方々も多く見受けられ

ました。最後に佐藤副会長から中締めの挨拶があり、お開きとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

テープカットする内田会長（写真中央） 竣工の神事 

住田課長 矢田区長 矢嶋副会長 佐藤副会長 
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計測会館 概要 

 

 

 

【交通】  

東京メトロ 半蔵門線 水天宮駅5出口徒歩3分 

〃 日比谷線 人形町駅Ａ1出口徒歩７分 

都営浅草線 人形町駅 Ａ3出口徒歩10分 

【計画主旨】 

日本電気計測器工業会は、日本全国の会員を結ぶ

拠点として、より円滑な工業会の活動をサポートする

新たな会館にふさわしい、安心・安全の施設づくりを

実現しています。 工業会の活動基盤としてのコミュ

ニケーションを重視し、会員の皆様が使いやすく快

適な空間を提供します。 

また、21世紀にふさわしい建物として、省エネルギ

ー、セキュリティーの強化に積極的に取り組んでい

ます。 

【省エネルギー】 

・氷蓄熱空調システム（冷房期は氷蓄熱）の採用 

・高遮熱断熱複層ガラス（ＬＯＷ－Ｅガラス）の採用 

・庇、ルーバーの設置による窓際負荷熱の軽減 

・人感センサー照明ほか省エネルギー型設備機器

の採用 

【だれでもつかいやすく人にやさしい】 

・コミュニケーションスペースとしてエントランスホール

を活用 

・会議案内表示の設置（１Ｆ、３Ｆ） 

・バルコニーの設置 

・バリアフリートイレの設置 

【安心・安全・セキュリティー】 

・時間制御によるオートロック 

・ＩＣカードによる入退室管理システムの導入 

・入退室管理と連動したカメラ監視システムの導入 

・空調、照明を一括管理できる集中管理システムの 

導入 

【建築概要】 

敷地面積：249.93㎡、 

建築面積：164.25㎡、 

延床面積：781.28㎡、 

構造：鉄骨造、 

階数：地上5階 

【所在地】 

〒103-0014  

東京都中央区日本橋蛎殻町2-15-12   

電話：03-3662-8181   

ＦＡＸ：03-3662-8180 
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展 示 会

「計測展2008 OSAKA」出展募集中 
 

計測展2008 OSAKA 実行委員会 

 

本年開催の「計測展2008 OSAKA」の出展を募集中です。 

今回は「今日を測り、明日を予測し、未来を守る」をテーマに、多彩な企画を併催いたします。市場拡大と技

術革新のアピールの場としてぜひご活用ください。 

 

出展申込締切日：2008年５月30日(金) 

 

１．開催概要 

①名  称：計測展2008 OSAKA   

②テ ー マ：今日を測り、明日を予測し、未来を守る 

③会  期：2008年11月26日(水)～11月28日(金)  3日間 

④会  場：グランキューブ大阪(中之島・大阪国際会議場) 

⑤主  催：(社)日本電気計測器工業会 

⑥協  力：(社)日本電気制御機器工業会(NECA) 

⑦入 場 料：1,000円(消費税込) 

ただし、招待状持参者及びWebサイト事前登録者は無料 

⑧併催事業：基調講演、JEMIMA委員会セミナー、テクニカルセミナー 

 

２．基調講演、委員会セミナー関係プログラム［2008.4.16現在］ 

■基調講演   

11 月 26 日(水)11:00～1230 11 月 27 日(木)11:00～12:30 11 月 28 日(金)11:00～12:30 

基調講演①交渉中 基調講演② 基調講演③交渉中 

   

 「ロボットの天才」(仮)  

 京都大学ベンチャー ロボ・ガレージ  

 ロボットクリエイター 高橋 智隆氏  

   

   

■ＪＥＭＩＭＡ委員会セミナー   

11 月 26 日(水)13:30～16:30 11 月 27 日(木)13:30～16:30 11 月 28 日(金)13:30～16:30 

   

①PA・FA 計測制御委員会 ②校正事業推進委員会 ③環境グリーン委員会 

   

 

 

［問合先及び出展申込先］(社)日本電気計測器工業会 展示部(福井) 

〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町2-15-12 

TEL：03-3662-8184／FAX：03-3662-8180／E-mail：fukui@jemima.or.jp 

 

以 上 
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「グリーンIT推進協議会」の案内 

JEMIMA事務局長付  

担当課長 和田 矩一 

 

１．グリーン IT 推進協議会とは 

「グリーンIT推進協議会」は、下記の設立趣旨、参加企業・機関・団体、運営体制等にて平成20年2月1日に

設立され、活動を開始した。 

 

１）設立趣旨 

地球環境温暖化問題は、世界全体で早急に取組むべき最重要課題である。経済・社会活動と地球環境の調和実

現には、画期的な技術革新が必要と考えられ、この問題解決の一環として、我が国は、長期的視野での新技術開

発に向けた「Cool Earthエネルギー革新技術計画」の策定を目指している。 

本格的なIT化に伴い、社会で扱う情報量は2025年には現在より約200倍になると見込まれている。この情報

爆発に対応して、IT機器の台数と機器毎の情報処理量は大幅に増加するため、IT機器自身の省エネは重要な課

題となる。 

また、IT・エレクトロニクス技術は、高度な制御・管理による生産・流通・業務の効率化を通じて、あらゆ

る経済・社会活動の生産性向上、エネルギー効率の向上を可能とし、環境負荷の低減に大きく貢献している。 

このためIT機器自身の省エネとIT・エレクトロニクス技術による経済・社会活動の変革と、これを通した地

球温暖化対策を、より具体化するため産官学のパートナーシップによる「グリーンIT推進協議会」を設立する。 

本協議会においては、環境負荷低減の啓発活動、国際的連携による海外との協力関係構築、開発すべき革新技

術の提案、IT・エレクトロニクス技術による省エネ効果等の調査・分析を主たる活動とする。 

 

２）参加企業・機関・団体 

［会員］ 

・IT・エレクトロニクス関連企業（情報通信機器、システム、半導体、家電、電子部品）等 

・IT関連業界団体：（社）電子情報技術産業協会[JEITA]、（社）日本電機工業会[JEMA]、（社）日本電気計測

器工業会[JEMIMA]、情報通信ネットワーク産業協会[CIAJ]、（社）ビジネス機械・情報システム産業協会

[JBMIA]、（社）情報サービス産業協会[JISA]、（社）日本情報システム・ユーザー協会[JUAS] 等 

会員となった企業・団体は、平成20年4月1日現在で１６０社・団体である。 

［オブザーバ］ 

・経済産業省[METI] 

・（独）産業技術総合研究所[AIST]、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構[NEDO] 

・学識経験者（大学） 

・メディア 

 

３）運営体制 

本協議会の運営は、図１．組織図を基に行っている。 

政策・運営委員会参加の企業は、年会費100万円で、全ての委員会（政策・運営・普及啓発・技術検討・調査

分析）に出席でき、議決・提案・情報収集ができる。 

政策・運営委員会参加の団体は、年会費50万円で、全ての委員会（政策・運営・普及啓発・技術検討・調査

分析）に出席でき、政策・運営委員会では議決・提案ができ、情報収集ができる。JEMIMAは、本協議会発起

人団体の１つとして、政策・運営委員会に参画している。 
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政策・運営委員会のメンバーは、平成20年4月1日現在、２０社・団体である。 

普及啓発・技術検討・調査分析の３委員会は、１委員会参加にて年会費20万円でメンバーを公募し、その委

員会での議決・提案・情報収集ができる。 

平成20年4月1日現在、普及啓発委員会メンバーは21社、技術検討委員会メンバーは23社・団体、調査分析委

員会メンバーは15社である。 

上記の全ての委員会（政策・運営・普及啓発・技術検討・調査分析）には、別途オブザーバとしてMETI・

AIST・NEDOが参画している。 

 

２．事業計画について 

本協議会の事業計画については、普及啓発・技術検討・調査分析の３委員会の計画を記述する。 

 

１）普及啓発事業（普及啓発委員会）について 

(1) 平成 20 年度活動概要 

・グリーンIT国際シンポジウム開催（5月29日、ザ・プリンスパークタワー東京） 

・洞爺湖サミットでの環境ショーケース＆ゼロミッションハウス（7月7日～9日） 

・CEATEC JAPAN 2008での展示・イベント・グリーンIT大賞（9月30日～10月4日、幕張メッセ） 

・ホームページ開設 

・成果報告セミナー（総会開催時） 等 

(2) 平成 21 年度活動概要 

・CEATECでの展示・イベント・グリーンIT大賞（幕張メッセ） 

・パンフレット作成（COP15を意識した調査分析概要、ベストプラクティス等） 

・ホームページ運営 等 

(3) 平成 22 年度活動概要 

・国際シンポジウム開催 

・CEATECでの展示・イベント・グリーンIT大賞（幕張メッセ） 

・パンフレット作成（調査分析結果、ベストプラクティス等） 

・ホームページ運営 等 
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(3) 平成22年度活動概要 

・国際シンポジウム開催 

・CEATECでの展示・イベント・グリーンIT大賞（幕張メッセ） 

・パンフレット作成（調査分析結果、ベストプラクティス等） 

・ホームページ運営 等 

(4) グリーン IT 国際シンポジウムの概要 

グリーンIT国際シンポジウムの概要について、図２．に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）技術検討事業（技術検討委員会）について 

(1) 平成 20 年度活動概要 

A、技術ロードマップ策定 

＜作業ステップ＞ 

参加団体の既存技術ロードマップ収集→環境対応内容の抽出→協議会ロードマップとして整理→ 

想定内容との乖離の補填方法検討 

＜作業担当＞ 

本委員会が担当するが、上記のロードマップ整理と補填方法検討にはJEITA技術戦略委員会の協力を仰ぐ。

また、必要に応じて、本委員会にWGを設置する。 

＜作業内容＞ 

・対象期間：2006年を基準に、2010年・2015年・2020年・2025年を予測する。 

・対象範囲：IT・エレクトロニクスの予測（鳥瞰図により対象の明確化） 

システム・ネットワーク、機器、部品 

B、結果の活用 

・広報事業での活用 

・調査分析事業での活用 

・平成21年度国家プロジェクトへの提案 
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・社会変化＜2025年の社会展望＞への活用 

－生産 

－物流・輸送 

－オフィス等：テレワーク・TV会議の普及、電子政府 

－家庭：HEMS(Home Energy Management System) 等 

(2) 平成 21・22 年度活動概要 

・新技術の開発促進提案 

・国家プロジェクトとの連携推進 

 

３）調査分析事業（調査分析委員会）について［平成 20 年度活動概要］ 

(1) METI 研究会との連携（当面の活動） 

・IT機器自身の省エネについて、仮説前提の定量化 

・IT・エレクトロニクスによる社会の省エネ、仮説前提の定量化 

・IT企業による環境貢献インパクトの可視化 

(2) CO2 排出削減予測（年間活動） 

・対象期間：2006年を基準に、2010年・2015年・2020年・2025年を予測する。 

・対象範囲： 

－ITの省エネ予測 

－IT・エレクトロニクスによる貢献予測 ［対象の具体化・明確化］ 

ａ）IT・エレクトロニクスの製造工程 

ｂ）IT・エレクトロニクス機器 

ｃ）その他（貢献分野）：自動車、住宅、オフィス、工場、他 

・計算方法 

－基準並びに計算方法 

－電機・電子温暖化対策連絡会 総合戦略検討支援タスクフォースとの連携（ポジショニングペーパーの有

効活用） 

・貢献要因 

－IT・エレクトロニクス技術（ロードマップ）：技術検討委員会と連携 

－IT経営の浸透 

－その他 

・社会背景 

－新技術の導入・普及シナリオ（方策） 

－人口、事業所（産業構造変化） 

－生活スタイルの変化 

・検討体制：シンクタンクの活用（二年計画） 

 

３．終りに 

以上、グリーンIT推進協議会について記述したが、各委員会へ参加しなければ会費ゼロで、総会への出席と

発言権、活動状況の定期報告の受信、会員専用ホームページの閲覧などができるので、まだ本協議会に未入会の

企業の方々へ是非入会をお勧めする。 
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連 載 
 

欧州環境規制レポート (第11回) 

 

 

環境グリーン委員会 

副委員長 小山師真
(※)

 

 

 

 

新聞紙面や各種セミナー等でも紹介されている通り、いよいよ６月よりREACH規則の予備登録が始まりま

す。ブラッセルにある欧州委員会本部ビルの垂れ幕も、このREACH予備登録をPRするものに変わっていま

した（写真参照）。 

ここには普段、その時々のEUにおけるホットな話題に関連する垂れ幕がかかっておりますが、REACHも

またEUとして大変重要な施策であることの表れなのでしょうか。 

 

１．RoHS 指令の見直し 

－RoHS指令禁止物質追加
1
－ 2007年10月～2008年６月（８ヶ月間) 

現行６物質（鉛・水銀・カドミウム・六価クロム・PBB・PBDE）以外で電機・電子機器に含まれる有害物

質の調査し、新たな禁止有害物質候補について検討されています。 

４月終わりにドラフト最終報告書案が発表され、TBBP-A、HBCDD、DEHP、BBP、DBP、MCCP、

SCCP、Nonylphenol/Nonylphenolethoxylate、 Halogenated organic compaunds、といった物質につ

いて優先的に禁止とするオプションが示されました。これらは、難燃剤、PVCの可塑剤、安定剤などに使用

されている恐れがあります。またBeryllium and Beryllium oxideについても、何らかの制限措置の必要性が

報告されています。５月のワークショップを経て、夏ごろまでには最終報告書が欧州委員会へ提出されます。 

 

－RoHS指令適用除外(Existing Exemptions)の見直し
2
－ 2007年11月～2008年10月（12ヶ月間) 

現在までにCommission Decisionで認められた適用除外（Existing Exemptions）を継続するか、または

削除するかについて検討されています。 

先日まで行われたコンサルテーション（2008年４月１日締め切り）では、必要な適用除外について継続申

請が各団体・会社より行われました。 

カテゴリー８&９においても、挙証可能な項目については当該会社のご協力によって申請を行いました。 

しかし、そもそもカテゴリー８&９は現在適用を受けていない製品群であることから、適用除外の扱いにつ

いて事情が異なるため、既に適用を受けているカテゴリーとは分けて議論する必要があるという点について日

本としては要求をしたところです。 

一方、現在適用を受けている製品群については、除外用途の代替開発が遅れた企業と、着実に代替開発を行

ってきた企業とで技術開発競争の差が生まれ、除外継続申請に影響があったケースも見られたとのことです。 

このような事例は、後々カテゴリー８&９製品群も直面する問題であるだけに、技術開発の重要性をあらた

めて認識させられます。 

 

 

                                                
1 Study on Hazardous Substances in Electrical and Electronic Equipment, not Regulated by the RoHS 

Directive http://hse-rohs.oeko.info/ 
2 "Adaptation to scientific and technical progress under Directive 2002/95/EC" 

http://rohs.exemptions.oeko.info/ 
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－RoHS指令改正案作成に向けて
3
－ ～2008年２月 

13日締切（２nd Stakeholder Consultation) 

欧州委員会は２nd Stakeholder Consultation及

びStudy on Hazardous Substances in EEEの結

果を基に改正RoHS指令案を作成（2008年末まで

に）することになる見通しです。 

コンサルテーションへの各団体・政府・NGO等

の反応から、RoHS指令にカテゴリー８&９が含ま

れることはほぼ間違いない状況と思われます。施行

時期と、適用除外の扱いが焦点となりそうです。コ

ンサルテーション資料によれば施行の目処は2012

年ごろと考えることができますが、そもそも指令案

の審議期間が読み辛いことや、来年実施予定の欧州

議員選挙や欧州委員の改選など政治的な要因もあり、

2012年からかなり前後する可能性も十分にあると

考えられます。 

一方、「産業用カテゴリー９機器」は2018年施行

というオプションがERAレポート
4
によって示され

ていますが、そもそもカテゴリー９機器を民生用と

産業用に明確に分けることができる基準がないため、

現実的には扱いが非常に難しくなっています。 

 

２．REACH 規則本格始動へ 

予備登録への対応は繰り返し本誌でも申し上げておりますが、該当品がある場合、2008年６月から12月ま

でに行わなければ、新規化学物質扱いになり、負担がかなり大きくなりますので、該当するケースでは対応が

必須となります。 

一方、１トン以下の物質取扱いであっても、情報伝達・開示、認可に向けた取組みは必要になります。特に、

EU輸出品目（もしくはEU域内生産品目）の把握は重要で、またそれらが調剤か成型品かによって義務が異

なりますので、今から日・EU間またはEU域外工場・EU間のモノの動きを把握することが必要になります。 

そのような義務に対応するための物質調査はサプライチェーン管理の課題になりますが、調剤の場合は、調

剤に含まれる物質の調査が必要ですし、成型品の場合は、成型品に含まれるSVHC物質の調査が必要になります｡ 

そのSVHC（高懸念物質/Substances of Very High Concern)の候補リスト（Candidate List)については、

今年６月ごろには、候補リスト案が発表される見通しです。 

 

以上の規制以外にも、改正電池指令への対応、EuP指令ワーキングプランの動向等、引き続き多方面での製

品環境規制に対する企業の取り組みが必要になりますので、会員会社の皆様におかれましても、最新情報の入

手と対応のほど、よろしくお願い申し上げます。 

 

(* 株式会社堀場製作所 ブラッセル駐在事務所) 

 

 

 

                                                
3 http://ec.europa.eu/environment/waste/weee/events_rohs2_en.htm 
4 http://ec.europa.eu/environment/waste/weee/pdf/era_study_final_report.pdf 
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お 知 ら せ 

JEMIMA 新シンボルマーク  

JEMIMA Web サイト リニューアル 公開 

ＪＥＭＩＭＡは、創立60周年の記念事業として進めておりました、 

・工業会の新シンボルマークの刷新 

・JEMIMA Ｗｅｂサイトのリニューアル 

  を、4月16日（水）の計測会館竣工式にあわせ公開いたしました。 
 

【JEMIMA 新シンボルマーク】 
 

   
 

「赤い球体」は日本と世界を表し、球体に重なる「Ｊ」は、変化を作り出し俊敏に前進するＪＥ

ＭＩＭＡの知性と責任を表現しました。 

また業界の更なる発展や躍動感をロゴタイプに託しました。 

 

【JEMIMA Ｗｅｂ サイト リニューアル 】 
 

 
今回のJEMIMA  Web サイト（ http://www.jemima.or.jp/）リニューアルは、 

トップページのデザインを一新し、目的のコンテンツ到達までのクリック数を少な 

くしたメニュー項目とし、目的の情報を探しやすくしました。 

また、トップページにサイト内検索を新設して使い勝手の向上を図りました。 
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■新入会員 
３月度理事会において、下記の会社が正会員として入会が承認されました。 

【正会員】 

○平成２０年４月１日 入会 

 社   名：グラフテック株式会社（GRAPHTEC CORPORATION） 

 会員代表者名：代表取締役社長 奥  文郎 

 主要製品名  ：電気測定器 

 資  本  金：７,５００万円 

 従  業  員：２３７名 

 本社所在地 ：〒２４４－８５０３ 横浜市戸塚区品濃町５０３－１０ 

        電話 ０４５－８２５－６２００ 

        ホームページ http://www.graphtec.co.jp/ 

 

■会員会社の社名変更 
平成２０年４月１日付で下記の会社が社名変更となりました。 

 

【正会員】 新社名：トム通信工業株式会社 

      旧社名：ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 

 

      新社名：ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社 

      旧社名：ＮＥＣ三栄株式会社 

 

【賛助会員】新社名：旭国際テクネイオン株式会社 

      旧社名：旭テクネイオン株式会社 

 

 
■当会が後援・協賛している行事 
【2008年４月～5月】 

 行 事 名 主 催 者 

後援 環境システム計測制御学会第２０回研究発表会 環境システム計測制御学会 

協賛 次世代センサ協議会 創立２０周年記念講演会 次世代センサ協議会 

協賛 
温度計測部会 第１２６回講演会「健康・安全・衛生 

に役立つ温度計測」 

計測自動制御学会 

 

協賛 

 

バイオジャパン２００８ 

 

バイオジャパン組織委員会 

日経ＢＰ社 
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■官庁からのお知らせ 

経済産業省から、下記の広報依頼がありましたので、ご案内いたします。 
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新会員紹介 

＜正会員＞ 

 

代表取締役社長  奥 文郎 

 

【本  社】 神奈川県横浜市戸塚区品濃町503-10  

 TEL：045-825-6200（大代表） FAX：045-825-6200 http://www.graphtec.co.jp/ 

【設  立】 １９４９年（昭和２４年）３月３０日 

【資本金】 ７５億７２００万円 

【従業員】 ２６３名（２００８年４月１日現在） 

【事業内容】 ◆計測・ＦＡ機器事業（計測器＆光センサ、インライン試験装置） 

 ◆情報機器事業（スキャナ、プロッタ、カッティング） 

グラフテックは１９４９年の創業以来、計測機器を出発点とし、時代の流れに対応したさまざまなコンピューター周辺機

器に取り組んできました。私たちは全社員の創意により「夢のある信頼される企業」を目指し、従来からの技術力を原点

に、さらに新技術の蓄積を行い「分かり易い」「より使い易い」ものづくりをテーマに、商品の製造・販売・サービスを行っ

ている会社です。 

また、2007年4月2日、｢グラフテック株式会社｣とセキュリティシステム及びカードシステム事業を中核とする｢株式会社

ドッドウエル ビー･エム･エス｣の２社が経営統合し、純粋持株会社｢あい ホールディングス株式会社｣としてスタートし、

統合によるシナジー効果を追求し、両社のもつブランド力・企画力・商品力・サービス力を一段と高め、迅速な意思決定

によりビジネスモデルの構築にも邁進しています。 

 

 

 

 

 

 

●計測・ＦＡ機器事業 

工業製品は近年、信頼性の要求が益々増へ、制御信号や温度/湿度変化による耐久性試験・検査、物体の振動等

様々な計測シーンの広がりがあります。グラフテックは創業以来の電圧・電流・温度・ひずみ・振動の計測技術を製品に

生かし、自動車の商品開発・半導体の製造・FA・プラント管理等多くのニーズに商品を提供してまいりました。 

また、一般に屋外に設置される機器や、人命を左右する自動車関連機器には、温度変化、紫外線、塵埃、障害電波

などの過酷な環境下での高い信頼性が要求されます。インライン試験装置は、これらの機器に使用される、エレクトロニ

クス回路の信頼性を確認するために、長年にわたる環境試験装置への取り組みで完成された計測技術、位置決め技

術、画像処理技術など先進のテクノロジーを結集し、お客様のニーズにあった試験装置を提供しています。 
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平成19年（暦年）の生産動向 

経済産業省生産動態統計調査（月報ベース）による、平成19年（暦年）の生産金額が発表された。電気計測

器全体の生産額は5,967億円（対前年比6.1%減）であった。平成18年まで経済省機械統計年報（暦年）により数

値修正済（億円単位で四捨五入）。 

＊数値は修正される場合があります。経済産業省生産動態統計ＨＰの統計発表資料をご確認の上で、ご利用く

ださい。 

 

◇指示計器 

平成19年は62億円（対前年比3.8%減）であった。（対前年比減は２年ぶり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気計測器の生産額　（図１）
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◇電力量計 

平成19年は327億円（対前年比13.8%減）であった。（対前年比減は5年ぶり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇電気測定器 

平成19年は3,701億円（対前年比10.9%減）であった。（対前年比減は２年ぶり） 

内訳では半導体・IC測定器2,372億円（対前年比16.3%減）、一般測定器（半導体・IC測定器を除く）は 

1,329億円（対前年比0.6%増)であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気測定器の生産額  (図4）
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電力量計の生産額  (図3)

0

100

200

300

400

歴年

億円

生産 230 226 237 278 254 291 325 294 274 320 350 364 350 303 330 391 347 286 321 326 373 380 327

1985
(S.60)

1986
(S.61)

1987
(S.62)

1988
(S.63)

1989
(H.1)

1990
(H.2)

1991
(H.3)

1992
(H.4)

1993
(H.5)

1994
(H.6)

1995
(H.7)

1996
(H.8)

1997
(H.9)

1998
(H.10)

1999
(H.11)

2000
(H.12)

2001
(H.13)

2002
(H.14)

2003
(H.15)

2004
(H.16)

2005
(H.17)

2006
(H.18)

2007
(H.19)



統計･特集 

 

JEMIMA 会報.Vol.45 No.2/2008 

－20－ 

◇工業用計測制御機器 

平成19年は1,561億円（対前年比5.8%増）であった。（対前年比増は２年連続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇放射線測定器 

平成19年は98億円（対前年比12.0%増）であった。（対前年比増は６年ぶり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用計測制御機器の生産額  (図5）
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放射線測定器の生産額  (図６)
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◇環境計測機器＊注 

平成19年は218億円（対前年比12.4%増）であった。（対前年比増は２年連続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊注）自動車用公害測定機器 

調査番号2260 

経済省生産動態統計 

鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計 

空気動工具、作業工具、のこ刃、機械刃物及び自動車用機械工具 

公害測定機器 

対象事業所の見直し等に伴い、当年(H16暦年)と前年の数値のそのまま比較できない品目(調査番号2260）

があります。 

前月同月比を求める場合は、接続係数を前年の数値に乗じて計算してください。 

また、複数月で接続係数がある品目については、その月の係数とその月以前の係数とを掛け合わせて計算し

てください。 

平成15年12月以前の数値を使用して前月同月比を求める場合は、下記の係数を前の数値に乗じて計算して

ください。 

数量：0.609 

金額：0.094 

『平成１６年 鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報から抜粋』 

 

環境計測機器の生産額  (図7)
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ロシア市場調査報告 

国際委員会 

 

国際委員会は2007年度事業として、ロシア市場調査を実施しました。 

JEMIMAは過去数年にわたり、BRICsとしての中国、インドの計測器企業の現地調査を実施してきた。ロシア

はBRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）の一角を占め、その中でも特に世界最大の資源エネルギー産出国

であり、今後ますます世界経済に大きな影響を与える国として注目されている。 

JEMIMA会員企業もロシア市場の重要性は認識しているもののロシア市場に関する情報不足により、具体的な

ビジネスの目途が立てられない状況であると思われる。 

国際委員会は前年度よりロシア市場に的を絞り事前に講演会を実施する等の、事前調査を実施し大枠での状況

を把握してきた。 

その成果を踏まえ、また集大成として国際委員会内メンバーで現地市場調査団を結成し、最後のテーマ国であ

る、ロシア連邦の市場の現地調査を実施した 

 

Ⅰ．ロシア市場調査および企業視察の目的と経緯 

１．目 的 

ロシア市場をより具体的に理解するため現地調査を実施する。 

①JEMIMA会員企業及び外資系企業を訪問し以下の情報を入手する。 

・ロシア市場の状況 

・ロシア国内での実際の企業運営における課題・問題等 

②現地での調査を通して、現状のロシア市場に関する理解を一層深める。 

 

２．参加者：４名（下表参照） 

No 工業会役職 氏  名 会  社  名 部署名 

1 リーダー 佐々木雅仁 ㈱山武 
国際営業本部 

マネージャー 

2 サブリーダー 金  文聖 エンドレスハウザージャパン㈱ 
マーケティング課 

マネージャー 

3 調査団員 畠山 弘之 ㈱エー・アンド・ディ 海外営業部次長 

4 事務局 森野  智宏 (社)日本電気計測器工業会 企画・調査・国際部 

 
３．期間および訪問地 

期 間：2007年10月29日(月)～11月6日(火) 
訪問地：ロシア連邦 モスクワ 
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Ⅱ．ロシア視察結果サマリー 

①事前調査では、ロシア モスクワには計測器を現地生産している製造企業が非常に少ないため、JEMIMA会員

企業および会員関連企業のロシア現地法人の訪問が中心となった。 

②2007年４月１日現在、日本企業現地法人および現地合弁企業で、日本人が駐在している会社はわずか298社。

又、JETROモスクワ事務所の情報では、ロシア全国に駐在している日本人は約1,800名でその内の大半の約

1,600名はモスクワに駐在。残り約200名はサンクトペテルブルグに駐在。その他の地区は少数のため把握が

困難とのこと。モスクワの治安に関しては、日中は概ね良好と感じたが、夜はまだ危険性が高いと思われる。

また、日本人駐在員にとっては特に教育、食生活に関する困難が依然残っている。特に欧米企業の進出が依然

盛んではあるが、近年はサムスン、LG、現代自動車等韓国企業の進出が顕著であり、日系企業は後塵を拝し

ている。 

③豊富な資源を有する魅力ある市場。経済成長率は近い将来中国を追い抜き世界一となると予想。経済はここ数

年６～７％の成長が持続し、安定成長期に入っている。石油、天然ガス、鉱産物資源を中心とした製造業・サ

ービス業は10%を超える成長を遂げており、特に自動車、家電等耐久消費財、携帯電話等消費市場は活況を呈

している。基幹インフラ投資を含めロシア市場はビジネスチャンスに満溢れている。 

④モスクワのインフラ整備は、先進国に比べて遅れている感は否めない。例えば、幹線道路に関しては、道路網

が完全に構築されていないために、渋滞時には、市内を通り抜けるのに３時間以上を要することが多々ある。 

今後莫大なオイルマネーを背景に、空港、鉄道、道路、電力、IT等の基幹インフラの整備は急速に整備さ

れていくことは確実である。 

⑤税制のみならず、ロシアの法律は朝令暮改であり、外国企業にとっては極めて不透明であり、その経営に大き

な影響を及ぼす。従って、現在取りうる最善かつ唯一の方法は現地のコンサルタントを利用することが必須で

ある。 

⑥モスクワの消費者にとって、日本製品の評価は非常に高い。多少高価であっても商品はよく売れる。ただし、

ブランド名だけで売れることはない。例えば高性能低価格の韓国製品も人気がある。 

⑦JEMIMA国際委員会が事前に行ったアンケート調査および今回訪問した現地法人の意見によると、成功するた

めには、よりよいロシア人現地マネージャーの選択が重要な要因であった。 

⑧モスクワを中心としたロシア経済の中心圏は欧州に近いので、計測器、FA,PA機器等の輸入相手国は欧州，

特にドイツからが多い。最近は中国・台湾・韓国等からの輸入も増加している。 

⑨電気計測器メーカーのロシア進出、特に石油、天然ガスおよび鉱山物市場進出において避けることのできない

ロシア GOST-R防爆規格の認定機関を実際に訪問し、規格関連説明を受け、更に実験施設の視察をした。 

⑩ロシアプラント事情は、現在殆どが老朽化設備更新であり新設は少ない。すなわち、工場の生産余力は十分に

あるものの、生産能力が不十分のために全体的な生産量が不足している。ロシア政府は、その老朽化設備更新

と生産能力向上のための国家予算を優先的に配分している。外貨の導入も政策的に優遇している。 

以上 
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【セミナー・講演会 開催報告】 
 

法規制・規格委員会主催 

「これから始める製品安全とEMC！ 入門講座２００８」セミナー開催報告 

 

現在、様々な電気製品における事故が報じられており、人命と財産を保護する製品安全は、製品開発に欠か

せない要求事項となっております。また、電子機器から放射される電磁ノイズによる機器の誤動作が問題視さ

れており、EMC対策の重要性がますます高くなっています。 

法規制・規格委員会では、製品安全・EMCに関する業務経験の浅い方、再度基礎から確認し直したい方、

新入社員・新規配転等で法規制・規格等の適用にこれから取り組む方、 製品安全・EMCに関する業務につい

ている方で再度基礎から勉強し直したい方を受講対象に、実際の機器やその周辺で発生しうる問題を元に、そ

の原因・対策や規格との対応について、わかりやすく説明した「これから始める製品安全とEMC！ 入門講座

２００８」セミナーを開催し、約１００人（一般５５人、会員４４人）のご参加を頂きました。 

           記 

日時：平成20年1月31日（木）10時00分～16時30分 

会場：機械振興会館 

午前の部  テーマ：「これから始めるEMC（電磁環境の理解）」 

      講 師： 財団法人 日本品質保証機構（JQA） 三枝 英一 氏 

午後の部 テーマ：「 これから始める製品安全 （IEC/EN 61010-1）」 

      講 師 ： 株式会社 コスモス・コーポレイション 坂井 彰 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境グリーン委員会主催 

「セミナー 環境シリーズ 第９回」開催報告 

 

環境グリーン委員会は、ＷＥＥＥ/ＲｏＨＳ、ＲＥＡＣＨ、中国版ＲｏＨＳなど世界の環境関連法規制につ

いて最新情報をご紹介するセミナーを開催しました。 

今回は世界の環境規制について、欧州のRoHS指令 REACH規則 PFOSなどの最新情報に加えて中国、韓

国の動向を紹介しました。 

Q&Aでは韓国RoHS、中国RoHS、EUのRoHS、REACH、新電池指令などについての質問を含めて活発な

議論があり充実したセミナーになりました。 

今後も継続的にセミナーを開催いたしますので、ご参加ください。 
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        記 

日時：2008年3月5日（水）13時30分～16時30分 

会場：機械振興会館  

講演 

「世界の環境規制の動向 ～ PFOS、中国、韓国 ～」  横河電機(株) 澤田充弘 

「REACH規則；計測･制御機器から見た意図的放出」   岩通計測(株) 酒井聡 

「RoHS指令見直しの現状 ～ 2nd Consultationへの対応 ～」 JEMIMA 森岡義嗣 

「ブラッセル便り ～ 欧州環境規制最新情報 ～」  (株)堀場製作所 小山師真 

参加者：62人（一般34人、会員28人） 

 

 

輸出管理委員会主催 

「安全保障貿易管理説明会（適格説明会）」開催報告 

 

輸出管理委員会では今年度で第3回目となる「安全保障貿易管理説明会（適格者説明会）」の説明会を昨年

度同様、東京と関西にて開催をしました。今回は、経済産業省 安全保障貿易審査課と安全保障検査官室の担

当官の２つの課より講師をお迎えし実施しました。 

 説明会は輸出管理の初級者から実務者レベルまで幅広くご理解いただけ、今回は会員企業が実際に行ってい

る特定輸出申告制度への取組みのポイントについても紹介いただきました。 

 今回の説明会の特徴は、会員企業か実際に行っている法令遵守の観点から「 特定輸出申告制度への取組

み」の紹介がありました。今回は会員会社の紹介で取引関係のある商社等の参加も認めました。参加者数は対

前年度比約17％増であり、安全保障輸出管理への関心の高さがうかがえました。今回のテーマは下記のとお

りであり、参加者数は、東京開催：156人（昨年度130人）、関西開催：63人（昨年度57人）でした。 

 記 

東京開催 日時：平成20年1月25日(金)    13時30分～16時45分 

会場：東京都現代美術館 Ｂ２講堂  

関西開催 日時：平成20年2月 15日(金)  13:時30分～16時45分 

会場：島津製作所 本社･三条工場 研修センター 

受講対象： 社団法人日本電気計測器工業会 社団法人日本分析機器工業会 

   両会員企業および両会員からの紹介会社 

主催団体：社団法人日本電気計測器工業会 社団法人日本分析機器工業会 

講  師： 経済産業省、株式会社アドバンテスト 

テ ― マ： １．安全保障貿易管理について  経済産業省  安全保障貿易審査課 

 ２．違反事例と輸出管理体制   経済産業省 安全保障検査官室 

 ３．特定輸出申告制度への取組み 

         ～法令遵守の観点から～  株式会社 アドバンテスト  
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広報委員会主催  

 「企業不祥事の広報対応」セミナー 開催報告 

 

最近相次いで企業不祥事が発覚し、マスコミで報道されています。不祥事など我が社に限ってありえないと

思っていても、企業を取り巻く環境が激変している昨今、自社がいつ危機に直面するかわかりません。不祥事

の対処の仕方で企業の真価が問われることにもなります。広報委員会では、JEMIMA会員の広報・企画・情

報システム・総務部門などの方を対象に、「企業不祥事の広報対応」について、経済ジャーナリストの柏木慶

永氏をお迎えし、新聞社で培った豊富な経験をもとに、食品偽装などの最近の事例を取り上げたセミナーを開

催（受講者33人）いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時 ： 平成20年3月24日（月）15時30分～17時00分（質疑応答含む） 

場 所 ：JEMIMA本部 （野依ビル2階A会議室） 

テーマ：「企業不祥事の広報対応」 

講 師：経済ジャーナリスト（元日刊工業新聞社 執行役員論説委員長） 柏木 慶永 氏  

 

セミナーでは、下記項目について、具体的な事例を交え、不祥事発覚に際しては、対外的に迅速に対応し情

報を公開して、世間にしっかりした会社の姿勢を示すことがとても大切なことで、不祥事における広報のあり

方について、講演いただきました。 

          

① 企業の不祥事の事例 
② なぜ不祥事が起きるか 

③ どのように発覚するか 

④ 事件や事故に対する企業対応（広報対応）   

⑤ 不祥事発覚での対応のまずさの結果 

⑥ リスク管理の徹底 

⑦ 経営者と広報の距離・重要度 

⑧ 企業の最高責任者は社長、最高の広報マンも社長 
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